
(１)令和４年度から新たに実施

 奥地の工事現場へのアクセスで作業時間が
短くなる場合に労務費を補正

（現場事務所等から施工現場までの補正を追加）

 工事の一般管理費等率の見直し

 歩掛（※）の見直し
（工事：簡易法枠工等 業務：山腹工設計等）

 森林整備保全事業においてICT活用工事の試
行を推進

 災害発生時の初動対応を円滑にする取組

（国有林野事業：緊急随契等）

(２)令和３年度から実施

 現場実態に合うよう「見積り」を有効に活用
（例：支障木伐採、モノレール運搬等）

 歩掛の見直し
（工事：人力のり切工等 業務：治山ダム設計等）

 工事規模に応じた適切な工期の目安を設定

 スマートフォン等を活用した現場確認の導入

 歩掛の見直し
（工事：機械土工等 業務：一車線林道測量等）

 厳しい現場条件を反映した工事の諸経費率
を検討

「選ばれる森林土木」に向けて
～森林土木工事の積算等の改善～

 i-Constructionの取組の推進
（ICT技術普及の研修会の開催、各基準の見直し等）

 各種会議等において改善事項の普及啓発を徹底

【これまでに改善した取組】

【令和４年度以降継続して検討すること】

令和４年11月
【林野庁】

※ 歩掛：工事等に係る作業の手間を数値化したもの

・・（参考１）

・・（参考２）

・・（参考３）
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作業時間の制約状況に応じた労務費の補正
〈森林土木工事費の試算例〉

（参考１）

【令和３年度 標準的な治山ダム１基(ｺﾝｸﾘｰﾄ約600㎥)の本工事費】

割増係数 直接工事費 間接工事費等 本工事費(税込) アップする額

労務費補正の導入前 － ２，６６５万円 ２，２０５万円 ５，３５７万円 －

【令和４年度 標準的な治山ダム１基(ｺﾝｸﾘｰﾄ約600㎥)の本工事費】

労務費補正の導入後 割増係数 直接工事費 間接工事費等 本工事費(税込) アップする額

現場事務所等の集散場所から
施工現場までの往復時間が１時間以上 １．１４ ２，７８４万円 ２，２８０万円 ５，５７０万円 ２１３万円

（実作業時間が４時間〜７時間の場合）

※１ １日の標準作業時間は８時間とする。
※２ 労務費を割増係数により補正する。
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（参考２）

一般管理費等率の見直し

森林土木工事において、直接工事費が５千万円の場合、
一般管理費等率は、約１.４％増（約１.１百万円増）

最新の本社経費の実態を反映し、一般管理費等率を見直し
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・森林整備保全事業におけるICT活用工事施工管理
要領（案）

・森林整備保全事業UAV写真測量標準仕様書（案）

※林野庁作成資料（国土交通省公表資料引用）

森林整備保全事業においてICT活用工事の試行を推進
（令和４年度事業から）

（参考３）

【林野庁通知】
ICT活用工事
実施要領等

検査

検査

従来⼯法

i‐Construction 測量 施⼯設計・
施⼯計画

施⼯設計・
施⼯計画測量

・森林整備保全事業ICT活用工事試行実施要領・積算要領
・森林整備保全事業におけるICTを活用した調査・測量実
施要領（案）
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資材価格⾼騰への対応について
●原材料と原油等エネルギーの世界的な価格高騰や不足の影響を受け、建設工事の資材価格が高騰

（参考４）

●資材価格の高騰に対し、資材等の価格には実勢価格を適切に反映するよう指導し、以下の関連通知を発出

〇資材等には、実勢価格を適切に反映する
（令和４年度森林整備保全事業に係る工事等の適正かつ円滑な実施について【令和４年３月28日付け】林政課長、計画課長、治山課長、業務課長通知〈各森林管理局あて
（都道府県へ参考周知）〉）

〇スライド条項及び工期延長を適切に運用する
（労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保及びストレートアスファルト等の原材料費の上昇分のアスファ
ルト合材価格への適切な転嫁と適正な請負代金の設定等について【令和４年５月13日付け】林野庁長官通知〈各森林管理局あて〉）

〇見積り等を活用し、適正な積算価格とする
（「森林整備保全事業の請負工事費算定における見積りの活用による積算の試行について」における取組の徹底について【令和４年５月24日付け】計画課課長補佐事務
連絡〈各森林管理局・都道府県あて〉）

〇契約変更が必要な場合の例示に、資材等の価格の著しい変動を明記
（公共工事の入札及び契約の適正化の推進について【令和４年６月14日付け】林野庁長官通知〈各森林管理局あて（都道府県へ参考周知）〉）

〇単品スライド条項で「実際の購入価格」を用いて変更契約を可能とする
（工事請負契約書第26条第５項の運用について【令和４年８月15日付け】林野庁長官通知〈各森林管理局あて（都道府県へ参考周知）〉）

※（一材）建設物価調査会公表資料
※資材価格指数：2011年を100とし、土木工事で使用される資材の総合的な価格動向を示したもの

⽣コンクリート セメント 鉄鋼
2020年7⽉ 2022年9⽉ 2021年1⽉ 2022年9⽉ 2020年6⽉ 2022年9⽉
137.0％ 145.9％ 107.6％ 120.2％ 104.7％ 154.1％

9％UP 13％UP 49％UP
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